
Ⅰ 「時間外労働の限度に関する基準」の見直し関係

労働基準法で労働時間は１週４０時間、
１日８時間までと定められています。
労使で協定（「３６協定」）を結んだ場合
は、これを超えて働かせることが可能で
すが、「時間外労働の限度に関する基準
（平成１０年労働省告示第１５４号）」にお
いて、一定の限度が定められています。
（一部、適用除外あり。）

臨時的に特別な事情が
ある場合に限り、労使で
「特別条項付き３６協定」
を結ぶことで限度時間を
超えて働かせることが可
能です。

期間 限度時間 限度時間（※）

１週間 １５時間 １４時間

２週間 ２７時間 ２５時間

４週間 ４３時間 ４０時間

１か月 ４５時間 ４２時間

２か月 ８１時間 ７５時間

３か月 １２０時間 １１０時間

１年間 ３６０時間 ３２０時間

※１年単位の変形労働時間制をとっている場合

「時間外労働の限度に関する基準」が改正され、労使で特別条項付き３６協定を結ぶ際
には、新たに、

限度時間を超えて働かせる一定の期間（１日を超え３か月以内の期間、１年間）
ごとに、割増賃金率を定めること

法定時間外労働を行わせるためには、①１日 ②１日を超え３か月以内の期間 ③１年間 のそれぞれについ
て、限度時間の範囲内で、延長することができる時間を労使（※）で協定しなければなりません。（「３６協定」）
②③の期間について限度時間を超えて働かせる場合は、時間数や手続等について、労使で協定しなければな
りません。（「特別条項付き３６協定」）

１の率を法定割増賃金率（２割５分以上）を超える率とするよう努めること

そもそも延長することができる時間数を短くするよう努めること

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

１か月の法定時間
外労働時間

50h 50h 30h 30h 30h 50h 65h 15h 30h 30h 60h 60h

１年の累積法定時
間外労働時間数

50h 100h 130h 160h 190h 240h 305h 320h 350h 380h 440h 500h

割増賃金率
（限度時間内）

～45h
25％

～45h
25％

25% 25% 25% ～45h
25％

～45h
25％

25% 25% ～360h
25%

割増賃金率
（限度時間外）

45h超
～50h
30%

45h超
～50h
30%

45h超
～50h
30%

45h超
～60h
30%

360h超～500h 
35%

割増賃金率
（１か月６０時間超）
詳細はｐ３参照

60h超
～
50％

（注）平成２２年４月１日以降に協定を締結、更新する場合が対象です。

（例）法定時間外労働時間が、１か月４５時間を超えると３０％、１年３６０時間を超えると３５％に設定している場合

「時間外労働の限度に関する基準」が改正され、
労使当事者は限度時間を超える時間外労働に対する
割増賃金率を引上げるよう努めること等とされます
時間外労働は本来臨時的なものとして必要最小限にとどめられるべきものです。
労使の努力によってできるかぎり限度時間を超える時間外労働を抑制しましょう。

現行の取扱い

１

２

３
が必要になります。

限度時間とは？ 限度時間を超えて
働く場合とは？

改正のポ イ ン ト

２

※労働者側の協定当事者は、過半数組合（事業場の労働者の過半数で組織する労働組合）、
それがない場合は過半数代表者（事業場の労働者の過半数を代表する者）となります。


